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報告書概要（エグゼクティブ・サマリー）」 

 本検討会では、近年急速に重要性を増す北極域に関する環境面、研究面、国

際面等での状況を踏まえつつ、我が国が北極域研究船を保有する場合の利活用

方策・費用対効果等について、専門的見地から検討を行い、結果を本報告書に

取りまとめた。 

 北極域は、温暖化等の環境変動が未曾有のペースで進行する一方、海氷融解

に伴い、資源輸送を含めた北極海航路の利用が拡大するなど、地政学的な重要

性が高まっている。米中をはじめ、各国が北極政策を次々と打ち出している。 

 こうした状況の中、我が国として北極政策や気候変動対応等をエビデンスに

基づき的確に進めるためには、観測の空白域である北極海海氷域における自律

的かつ分野横断的な観測研究が必要である。砕氷機能を有する北極域研究船

は、これを実現する新たな海洋観測基盤となるのみならず、国際連携によるプ

レゼンス向上や次代を担う若手研究者育成等の基盤としての意義を有するもの

と認められる。 

 また、北極域研究船の利活用により、具体的には、台風等の異常気象、気候

変動、海運・航行支援、漁業・水産、生物資源利用、資源・エネルギー、産業

（造船業等）、人材育成等の分野において、多様な社会経済効果が創出される

ことを確認した。定量的には、少なくとも年間 64.2～124.1億円の効果創出が

想定されるほか、多岐にわたる定性的な効果も期待されることから、費用対効

果として妥当であることを確認した。  

なお、想定される建造・運用費用（運用 30年間で 1,155億円。年平均 38.5

億円）に関しては、他国の同規模の砕氷研究船と比較して妥当な規模である。

また、高精度多項目の海洋観測を担う海洋研究開発機構（JAMSTEC）の海洋地

球研究船「みらい」は老朽化が進んでおり、「みらい」が退役した際に、広範

な海域の調査能力を有する北極域研究船がその機能を継承することが想定され

る。本船建造により JAMSTECの研究船舶運用の効率化が図られることも高く評

価すべきである。 

 本検討会では、これらの点を総合的に考慮し、我が国として北極域研究船を

速やかに建造・運用することが適当であると結論づける。 

 また、今後我が国として北極域研究船を活用し北極域研究を更に進めるにあ

たり、関係府省、関係研究機関、アカデミア等が連携し、北極や北極域研究に

係る広報・情報発信や人材育成を積極的に推進すべきである。 
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１．はじめに 

 

北極域は、地球上で最も速いペースで温暖化が進行しており、北極海の夏季

海氷面積は、2012 年（平成 24年）に観測史上最小を記録し、本年も観測史上

２番目の小ささを記録するなど、過去 35年で３分の２程度となるまで急速に

減少している。また、気温についても、本年６月にロシア・シベリア地方で北

極圏での観測史上最高となる 38℃を記録したことに続き、７月にはノルウェ

ー・スヴァールバル諸島において観測史上最高となる 21.7℃を記録するなど、

各所で記録的な高温がみられた。 

このような未曾有の環境変動は、北極域の脆弱な生態系に深刻な影響を与え

るおそれがあるだけでなく、全球的な気象・気候変動に影響を及ぼしかねず、

北極のみならず地球規模での環境的、経済的、社会的な持続可能性に影響する

可能性がある。 

一方で、夏季海氷の減少により、利用可能な海域が拡大することに伴い、北

極域のエネルギー資源の輸送を含めた北極海航路の利活用の機会が拡大するな

ど、北極海の経済的利用の機運が高まっている。また、北極海の地政学的な重

要性等も踏まえ、各国が続々と新たな北極政策を打ち出すなど、北極圏国・非

北極圏国を問わず、北極への国際的な関心が高まっている。 

我が国は、総合海洋政策本部において、平成 27年 10月に我が国の初の「北

極政策」を決定した。同政策において、我が国は、脆弱かつ復元力が低い北極

の環境や生態系に十分配慮しつつ、日本の強みである科学技術をグローバルな

視点で最大限活用し、気候・環境変動の影響への経済的・社会的適合を目指す

こととしており、研究開発の取組の一環として、「新たな北極域国際研究プラ

ットフォームとしての北極域研究船の建造に向けた検討を行う」こととされ

た。同船の建造等に向けた検討については、平成 30年５月に閣議決定された

「第３期海洋基本計画」においても盛り込まれたことに続き、令和元年６月及

び令和２年６月に取りまとめられた総合海洋政策本部参与会議意見書におい

て、気候変動予測の高度化に資する海洋情報を把握する等の北極域における研

究開発の強みをより一層発揮する等のため、同船の取組を加速する旨提言がな

された。 

文部科学省においては、平成 28年８月に科学技術・学術審議会海洋開発分

科会北極研究戦略委員会において、今後の北極域研究の在り方についての議論

を取りまとめた上、同年から平成 29年にかけて開催した北極域研究船検討会

において、「研究船による北極域研究の現状」、「北極域研究船を保有するメリ

ット」、「我が国が強みを有する研究課題」、「北極域研究船に求められる能力

等」について調査検討を実施した。同検討会の報告書においては、 
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・我が国の強みである高精度多項目観測の実施海域、実施時期を拡大するた

め、太平洋側北極海の海氷融解域において研究・観測を行なっている海洋地

球研究船「みらい」では実施することができなかった海氷域での観測を行う

ことが可能な砕氷能力、具体的には、多年氷が一部混在する一年氷の中を通

年航行できる能力（ポーラクラス４～５以上）を有するとともに、氷海での

観測に不可欠な、ヘリコプター、無人探査機（ROV、AUV 等）、観測ブイ等の

運用を想定した北極域研究船が必要であること 

・「みらい」による継続的・高精度な研究・観測は国際的に高い評価を得てお

り、北極域研究船は、引き続き「みらい」と同等以上の観測能力を保有させ

ることが必要であること 

・国際プラットフォームとしての活用を見据え、外国人研究者も含めた 60人

程度の研究者が乗船できるスペースや船上において速やかな分析等ができる

ようにするための船上ラボ等が必要であること 

・我が国の強みを有する研究の強化または新たな強みの創出のため、以下の研

究例が考えられること 

① 温暖化によって広がる結氷・融解域における現象の解明に係る研究 

② 夏季海氷激減のメカニズム解明に係る研究 

③ 北極海航路の活用に資するための海氷予測の高度化等に係る研究・観測 

④ 氷海航行する船舶の建造技術の高度化に資する船体挙動、着氷等の船舶

工学的モニタリング研究 

・砕氷性能を有する研究船を建造し、運航することにより、砕氷船の設計・建

造技術の蓄積や船舶運航人材の養成への寄与等、幅広い分野における波及効

果が期待できること 

・我が国の海洋観測船の効率的・効果的な運用という観点から、必要に応じ北

極域以外の海洋の研究・観測にも対応できる機能とすることが重要であるこ

と 

など、北極域研究船の大枠の在り方について取りまとめが行われ、詳細につい

ては、「北極域研究船の保有に係る政策判断に向けて、より具体的な項目の調

査研究が必要」とされた。 

これを踏まえ、海洋研究開発機構（JAMSTEC）において、平成 29年度より北

極域研究船の調査検討や研究開発を実施してきており、これらの成果等を踏ま

えながら、北極域研究船の利活用方策・費用対効果等について専門的見地から

議論を行うため、本年３月より本検討会を開催し、４回にわたる議論を経て、

その結果を本報告書に取りまとめるものである。  
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２．北極域を取り巻く最近の主な動向 

 

 北極域を取り巻く国際枠組みや各国の動向、我が国のアカデミアや JAMSTEC

における検討の進捗等について、直近数年の主なものを中心に以下にまとめ

る。 

 

（１）IPCC報告書における北極海の海氷減少等に係る指摘 

 国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC: Intergovernmental Panel on 

Climate Change）においては、近年急激な変動が見られる北極海の海氷に関

し、今後の変動の予測や、北極域以外も含め及ぼしうる影響について、重大な

関心が寄せられている。 

 IPCCが 2019年（令和元年）９月に公表した「海洋・雪氷圏特別報告書」で

は、 

・最近数十年にわたり、地球温暖化の影響により北極海の海氷面積および氷厚

が減少している（確信度が非常に高い） 

・夏季海氷および春季の陸域の積雪の減少によるフィードバックは北極域の温

暖化を増幅しており（確信度が非常に高い）、過去 20年に地表気温は地球上

の平均の２倍以上上昇した可能性が高い 

・北極海の海氷の変化は、中緯度域の気象に影響が及ぶ可能性がある（確信度

が中程度） 

・北極域の海氷の減少は今世紀半ばまで継続し、その後の差異は地球温暖化の

規模に依拠すると予測される。1.5℃の安定化した地球温暖化では、今世紀

末までに海氷のない９月となる確率は約１％であり、これは２℃の安定化し

た地球温暖化では 10〜35％に上昇する（確信度が高い）1 

などと指摘がなされた。 

 このように、地球温暖化による夏季海氷の減少・消失の恐れ等について指摘

されているが、その時期や場所、生態系や環境への影響、我が国を含む中緯度

域の気象への影響など、実現象の把握及び予測に必要な情報は十分ではないの

が現状である。 

 

（２）各国の動向 

                                                   
1 IPCCが 2018年（平成 30年）10月に公表した「1.5℃特別報告書」では、温暖化に伴う

リスクとして、２℃の地球温暖化の場合、昇温の安定後、少なくとも約 10年に 1度の可

能性で夏の北極海の海氷が消失する（確信度が中程度）、と指摘されていたところであ

り、翌年の「海洋・雪氷圏特別報告書」では、海氷消失のリスクについてより深刻な評価

がなされていることに留意。 
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 本項では、米国における砕氷船プログラムの動向や、ロシアやその他の北極

圏国における近年の動き、非北極圏国である中国・韓国の近年の動向について

まとめる。 

 

①  米国 

米国は、これまで沿岸警備隊所属の「Healy」（1999年（平成 11年）建造）や

「Polar Star」（1976 年（昭和 51年）建造、2012年（平成 24 年）再生工

事）、国立科学財団所属（アラスカ大学運航）の「Sikuliaq」（2014年（平成

26年）建造）等の砕氷船により、北極域の観測を行ってきた。このうち

「Sikuliaq」については、欧米の砕氷研究船からなる北極域研究砕氷船コンソ

ーシアム（ARICE）に参加2している。 

 近年、北極海の戦略的重要性に関する国際的な認識が高まる中、米国も「北

極海航路は、21世紀のスエズ運河及びパナマ運河となりうる3」などの認識を

示し、本年６月には極域砕氷船プログラム（Polar Security Cutter 

Program）の刷新に係る大統領メモランダムにおいて、2029会計年（令和 11

年）度までに極域砕氷船を調達する計画を発表した。 

 

② ロシア 

ロシアは、ヤマル LNGプロジェクト4等により、北極圏の資源開発を積極的に

推進しており、本年７月には、同プロジェクトによる LNGを積載した砕氷 LNG

船が我が国に初めて入港するなど、経済活動を活発化させている。また、ロシ

アは北極海航路の LNG輸送を強化するため、カムチャツカ地方において LNGの

積み替え施設の整備計画を推進している。 

加えて、研究面での基盤強化も進めており、ロシア水文気象環境監視局及び

ロシア北極南極研究所が共同し、漂流型の北極海観測プラットフォームである

「North Pole」を 2018年（平成 30年）から建造中である。計画では本年の完

成を予定している同プラットフォームは、北極海海氷域を複数年に亘り漂流可

能な観測研究の拠点として運用される予定である。 

 

③ その他の北極圏国 

 北極圏の各国における北極に関する活動が活発化している。 

                                                   
2 他には「Polarstern」（ドイツ）、「Oden」（スウェーデン）、「Kronprins Haakon」（ノルウ

ェー）、「Fennica」（フィンランド）、「Amundsen」（カナダ）が参加している。 
3 米国の北極政策に関するポンペオ国務長官演説（2019年（令和元年）５月） 
4 ヤマル LNG社がロシア・ヤマル半島に LNGプラントを建設・操業し、北極海航路等を活

用して欧州やアジア向けに LNGを輸送・販売するプロジェクト。 
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 調査研究に関しては、ノルウェーでは、砕氷研究船「Kronprins Haakon」が

2018年（平成 30 年）に就航し、ノルウェー海洋研究所の運航により北極海等

の調査観測を実施している。 

各国の北極戦略に関しては、カナダ先住民関係・北方問題省が「北極・北方

政策枠組」を 2019 年（令和元年）９月に発表した。また、スウェーデンでは

2011年（平成 23 年）策定の北極戦略を改訂中であり、新たな戦略は今年秋に

発表される見込みである。デンマークにおいては、「2011～2020 年北極戦略」

に代わる新たな北極戦略の策定作業が進行中である。 

国際政治に関して、アイスランドは、北極評議会の現議長国（任期は 2021

年（令和３年）５月まで）として、海洋専門家会合（2020年（令和２年）９～

10月）、北極海洋プラスチックごみ国際会議（2021年（令和３年）３月）等を

主催する予定のほか、2021年（令和３年）５月には、我が国との共催により、

東京で第３回北極科学大臣会合（ASM3）を開催予定である。 

 

④  中国 

中国は、2018年（平成 30年）１月に公表した「中国の北極政策」白書におい

て、北極砕氷船の建設の推進などを通じた北極の調査と理解の深化や、関係国

等との共働による「氷上のシルクロード」構想等を打ち出した。 

砕氷船については、中国初の国産砕氷極地研究船である「雪龍２号」が完成

し、2019年（平成 31年）７月に中国極地研究所へ引き渡された。同船は、本

年７月には、初の北極科学調査へ出航した。中央北極海を含めた海域で科学調

査を実施したとみられている。 

 

⑤  韓国 

 2009年（平成 21 年）に砕氷研究船「Araon」を建造した韓国は、北極海観測

を含めた同船の運航を行っている。韓国の造船会社は近年、砕氷能力を有した

商船を建造し、諸外国に輸出していることから、「Araon」建造が砕氷船建造技

術を高度化するきっかけになったとみられる。 

 

（３）我が国のアカデミア及び JAMSTEC における検討や研究開発の状況 

① アカデミアにおける検討 

我が国のアカデミアにおいては、北極に関わる様々な分野の研究者が協力し

て立ち上げたネットワーク型組織として、北極環境研究コンソーシアム

（JCAR）が平成 23 年より活動しており、北極環境研究に関する長期計画策定

や研究・観測推進の基盤整備に関する検討、国際協力・連携の推進・検討、人

材育成の方策の検討等を実施している。 
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JCARでは、北極域研究船利用計画ワーキンググループを立ち上げ、北極域研

究船を用いた 10年程度の長期的な研究テーマとそのための ３～５か年程度の

観測計画の検討を進めている。具体的には、自然科学から工学・航海学、人文

社会科学等の多分野にわたり検討するとともに、北極海のコンテンツ化などに

よる啓発活動等の波及効果も含め検討を進めており、本年６月には一般参加型

のオンラインワークショップを開催し、産学官から 130名程度の参加を得て活

発な議論が行われた。 

 

② JAMSTECにおける検討 

JAMSTECでは、平成 29年度以降、以下のとおり北極域研究船の調査検討や研

究開発を実施している。 

・平成 29年度：北極域研究船の観測環境・運用等の各種要件や、求められる

機能・設備、主要目、運航形態等について調査検討を実施 

・平成 30年度：調査検討結果を踏まえ、模型船を用いた氷海水槽試験による

砕氷性能評価、えい航水槽試験による巡航性能評価等を実施。燃料消費量を 

10 ％程度向上可能な船型案を検討 

・令和元年度：北極域研究船の安全かつ効率的な運用の実現のため、同船の運

用やメンテナンス等に有用な情報を得るための「氷海航行支援システム5」の

構築に着手 

・令和２年度：北極域研究船の主要な船体構造や設備・観測装置類の検討・決

定等を行う基本設計・デザインを行うとともに、氷海航行支援システムの構

築を継続的に実施中 

 

 

３．我が国が北極域研究船を保有する意義 

 

上述の状況等を踏まえつつ、我が国が北極域研究船を保有する意義につい

て、主に以下の６点に整理する。 

 

（１）我が国による自律的・主体的な観測研究の実施 

 砕氷研究船を有する他国（北極圏国等）に観測を依存すると、国際情勢や他

国事情により観測が途絶する可能性があるほか、観測データの品質管理や検証

が出来ない恐れがあるため、我が国として自律的な観測システムが必要であ

                                                   
5 「統合化システム・インターフェースのデザイン」「氷海予報システムの実用化」「船体

構造応答計測システムの実用化」「海氷識別技術の開発」「海氷下観測ドローンの開発」の

５つの実施項目からなる。 
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る。特に気象等は自国船の安全航行や我が国の気象災害等にも影響を及ぼしう

るため、必要な観測データを自律的に取得することは重要である。 

 加えて、現在観測が疎である季節・海域（空間的・時間的な観測空白）にお

いても、我が国の砕氷研究船を用いた国際共同研究を提案することで必要なデ

ータを取得するなどの選択肢がとりうる。 

なお、新型コロナウイルスの感染が世界的に広がっている現在、他国の研究

船に同乗する機会を確保することは困難であり、今後も含め、今般のコロナ禍

のような状況に陥った際のことを考えると、自律的な観測手段の確保の必要性

は更に高まっていると言える。 

 

（２）外交・発信力の基盤 

 我が国は、2021 年（令和３年）にアジアで初となる第３回北極科学大臣会合

（ASM3）を東京で開催予定であるところ、北極域に関する国際プレゼンスを更

に向上するためには、北極域研究船の役割は極めて重要である。 

 例えば、IPCCや漁業管理等を含め、国際的な枠組みにおいて、我が国として

公正に主張・提案を行うためには、科学的エビデンスに基づいた検討や解析が

必要であるほか、他国の主張を検証するためには独自データが必要である。我

が国が「みらい」で培った観測技術等を北極海海氷域で応用し、高精度なデー

タを取得することにより、国際的なルールメイキングの進展への貢献が期待さ

れる。 

 さらに、非北極圏国という我が国の第三者的立場を生かして、北極海におけ

る権益に関係する課題の調査や、北極圏国・非北極圏国を問わず砕氷研究船非

保有国との連携を主体的に生み出すなどの利用策も考えられ、国際的な重要性

が高まっている北極海において、各国との関係やニーズを踏まえつつ、北極域

研究船の観測・研究能力を効果的に活用することも期待される。 

 

（３）総合的・横断的要求への対応 

 北極域研究は、様々な分野 （海洋、気象、雪氷、水産、生物、航海、造船

等）に跨り、これらの分野の研究は相互に関連する。こうした多様な観測ニー

ズを満たすには、自国の船を保有して必要な観測能力を確保する必要がある。

他国の砕氷船へ同乗する際は、乗船人数に制約があり特定項目の観測に留まる

ケースが多いことから、分野横断的な相乗効果が限定的となる。 
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（４）統合観測システムの必要性 

 砕氷研究船、衛星、ブイ等の観測手段はそれぞれ、精度や空間的・時間的網

羅性、観測項目等にそれぞれ得手不得手6があり、単独では総合的・高精度なデ

ータセットを取得することはできず、研究に制約が生じる。 

 我が国は既に北極域の海氷観測を行っている独自の衛星センサ（AMSR2）を

有しており、北極域研究船の現場観測による衛星データの検証や、現場観測に

より検知した現象についての衛星観測による広域的な確認など、現場観測と衛

星観測を相互補完的に行うことにより、世界をリードする高精度なデータセッ

トが出来、研究のブレークスルーが起きることが期待される。 

 

（５）人材育成・科学技術立国の礎 

他国の砕氷船に同乗する現状では、保有国の事情により航海が中止になるこ

とも多く、博士課程学生の学位取得のための研究や、任期付若手研究者の研究

など、時間的に限られた研究活動にとっては見通しが予め立てにくいことか

ら、北極域研究を担う次世代の若手研究者が育たない一因となっている。この

状況は、今般の新型コロナウイルスの世界的な蔓延により、更に悪化すると見

込まれる。北極域研究船を保有することにより、このような若手研究者育成の

阻害要因を解消することが期待できる。 

 また、我が国として、最先端研究を実施可能な基盤（プラットフォーム）を

保有することにより、北極域の科学研究をリードする人材を国内外から結集す

ることができると考えられる。 

さらに、我が国の若手研究者が主導的に研究計画を策定可能になることによ

り、長期的な教育効果も考えられる。とりわけ北極域研究は、他国と連携した

分野横断的な国際プロジェクトの実施が求められるところ、我が国の研究者が

こうしたプロジェクトを主導するためにも、自国のプラットフォーム保有が必

要不可欠である。 

 

（６）北極政策を超える幅広い分野への貢献 

 北極域研究船は、北極政策に限らず、より幅広い枠組みや分野へ貢献するこ

とが可能な海洋観測の基盤となりうる。 

 北極域における急速な環境変動やその生態系への影響等については、IPCCの

ほか、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）や生物多様性条約（CBD）の締結国会

                                                   
6 例えば、衛星は地球表面を広範囲に観測し得るが、海中は観測できない上、海水面、海

氷面の観測精度は船舶よりも低い。一方で船舶は一定時間に観測できる範囲は限られる

が、海中等を高精度に観測でき、かつ衛星データによる広範な海水面データを組み合わせ

ることで広範囲の海中の状況も推測可能となる。ブイは、定点観測に限られるため機動性

はないが、一定期間連続して海中データを取得可能という利点がある。 
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議（COP）などにおいても重要な課題として議論がなされている。北極域研究

船による観測研究により、北極域のより精緻な現状把握や将来予測の実現を通

じ、これらの地球規模の枠組みに貢献することが考えられる。 

また、2021年（令和３年）から始まる「持続可能な開発のための国連海洋科

学の 10年」（以下「10年」という。）では、「健全で回復力のある海（A 

healthy and resilient ocean）」「予測できる海(A predicted ocean)」等のテ

ーマが掲げられ、持続可能な開発目標（SDGs。「海の豊かさを守ろう」(SDG14)

等）を達成するため、集中的に取組を実施することとされている。科学的知見

やデータの蓄積を通じ、北極域研究船が「10年」における海洋科学の推進に寄

与することが期待される。 

 さらに、北極域研究船は、各研究分野においても北極域に留まらない相乗効

果を生み出す基盤となる。北極域研究船により、海洋物理学、海洋化学、海洋

生物学、気象・気候学、海洋底科学、船舶工学等の多様な分野において、北極

海が新たに観測研究のフィールドとして加わることとなる。他地域で得られた

知見に、北極域で得られる新たな知見が融合することにより、各分野の研究の

更なる進展が期待される。また、各分野の（特に若手）研究者に、北極域にお

ける観測研究機会を提供することにより、北極域研究に携わる研究者層の厚み

と多様性を増すことにつながり、この点からも、我が国の北極研究の研究力強

化に貢献すると考えられる。 

 

 

４．北極域研究船により実現可能となる観測 

 

 本項では、北極域研究船が北極海海氷域の空間的・時間的な観測空白を埋め

る可能性について整理するほか、北極域研究船により実現可能となる具体的な

観測計画の例を示す。 

 

（１）北極域研究船の空間性能・時間性能 

 北極域研究船の運航により、空間的には、我が国ではこれまで船舶による観

測能力を有しなかった北極海海氷域における観測を実施することが可能となる

（水平方向のカバレッジ向上）。同海域は、全球的にみても海洋観測の空白域

となっており、これを埋めることは、我が国のみならず国際的にも意義が大き

いものと考えられる。また、北極域研究船による直接の観測に加え、同船によ

る海氷下観測用の AUVや係留系の展開により、これまで衛星や航空機ではデー

タを取得できなかった海中、海氷下の観測が可能となる（鉛直方向のカバレッ

ジ向上）。さらに、衛星よりも細かいメッシュでの観測・サンプリングに加
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え、衛星データの実地検証によりデータの精度向上に寄与するなど、衛星と北

極域研究船が機能を補完することにより、分解能及び精度の高い観測が機動的

に実施可能となる。 

 時間的には、「みらい」による北極海観測が夏季に限られていたところ、北

極域研究船は春季の海氷融解期、秋期の結氷期における観測が可能となる7ほ

か、海氷域において氷上ブイや係留系を設置することにより通年観測を実施可

能となることにより、時間的な観測空白域を解消しうる。 

 なお、我が国は、南極地域観測事業において運用される砕氷船「しらせ」を

保有しているが、同船は南極昭和基地への物資輸送業務の遂行に主眼を置いた

船舶であり、観測能力に制約があることから、北極域研究船の代替手段として

運用することは困難と言える。 

 

（２）実現可能な観測航海の例 

 上述のとおり、北極域研究船の運航により、北極海海氷域の空間的・時間的

空白域を解消する機動的な観測が実現可能となると見込まれる。また、北極海

観測と、他地域の観測による相乗効果も期待できる。 

 具体的には、地球温暖化等の我が国を含む全球の気候変動予測の高度化や海

洋酸性化等の海洋環境の変化の理解等に貢献するため、「みらい」では実施不

可能であった、北極海の海氷が融解し始める春季から結氷し始める秋季におけ

る大気・海洋・海氷の物理的・生物学的・化学的・生物地球化学的な総合観測

を実施可能となることに加え、「みらい」で実施してきたベーリング海や北部

北太平洋など、北極海と我が国の間に存在する海域や、熱帯域などにおける総

合観測を引き継ぐことにより、北極海の環境変化との相互作用や遠隔影響（テ

レコネクション）を理解し、近年大規模な災害をもたらす台風、豪雨、豪雪等

の予測の高度化の進展が見込まれる。 

 これらの点を踏まえ、北極域研究船の年間観測計画の例8を下表に示す。 

 

調査海域 調査時期 調査期間 実施内容例 

①北極海 
４月下旬～

８月中旬 

約 80日

間 

各国の砕氷研究船と連携し、海氷の

融解が始まる春季から夏季における

北極海中央部を含む総合観測を実施 

                                                   
7 北極海海氷域の観測ノウハウの蓄積により、北極域研究船の砕氷能力の範囲内で、冬季

の北極海観測も可能となると見込まれる。 
8 実際は、その年の氷況や、各種の観測ニーズ等を踏まえ、毎年の調査航海計画を決定す

る。本文記載以外の北極海の研究航海例として、夏季～秋季における氷縁観測等により気

象気候研究等を行う航海や、漁業調査能力を有する船舶との連携による漁業資源、生態

系、及び海洋環境を調査研究するための航海なども考えられる。 
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②熱帯太平

洋 

８月下旬～

10 月下旬 

約 70日

間 

我が国に大規模な台風や豪雨等をも

たらす根源となる熱帯域における諸

現象（北極海との遠隔影響を含む）

を把握するための総合観測を実施 

③西部北太

平洋 

11 月下旬～

12 月中旬 

約 20日

間 

温暖化増幅に寄与するブラックカー

ボン等の環境汚染物質の発生源やそ

の循環機構、北極海や我が国周辺を

含む各地域への影響を網羅的に解明

するための大気・海洋観測を実施 

④ベーリン

グ海、北部

北太平洋 

１月中旬～

２月下旬 

約 40日

間 

北極海と我が国を含む中緯度域の間

に存在する海域において、温室効果

ガスの収支や海洋酸性化等の変化を

把握するための総合観測を実施 

 

 

５．利活用方策・費用対効果の分析について 

 

 本項では、北極域研究船を建造・運用した場合に考えられる利活用方策及び

想定される社会経済効果について、JAMSTECにおいて実施中の「北極域研究船

の基本設計・デザイン」及び㈱三菱総合研究所において実施した「北極域研究

船のユースケース及び社会経済効果」 に係る分析調査（以下「社会経済効果

分析」という。）を基に以下のとおりまとめる。 

 

（１）利活用方策及び想定される社会経済効果 

 北極域研究船の利活用により、アウトカムとして多様な政策分野へ貢献が見

込まれる。具体的には、北極域研究船による直接効果として、異常気象（台風

等）、気候変動、海運・航行支援、漁業・水産、生物資源利用、資源・エネル

ギー等の分野への貢献が期待されるほか、間接効果として、産業（造船業等）

や人材育成等の分野への寄与が想定される。 

 社会経済効果分析においては、効果発生事例の特定、各事例におけるエビデ

ンスに基づく社会経済効果の算出（定量効果のみ）、（特定・算出した効果につ

いて）関連研究者や実務者等のヒアリングによる妥当性の検証という３段階の

手順により、各事例において専門的観点から妥当性を担保しつつ、効果の特
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定・算出を行った9。本報告書では、各事例における分析概要を以下にまとめた

ほか、別紙に整理した。 

なお、効果の特定・算出に当たっては、気候変動等の将来予測をベースに、

現状の観測体制（衛星、「みらい」、他国砕氷船等による観測）を維持し、北極

域研究船を導入しない場合の現状維持シナリオ（As Isシナリオ）と、北極域

研究船を導入した場合の導入シナリオ（To Beシナリオ）との差分を算出する

ことにより、他の観測手段による既存の効果を除く形で、北極域研究船の導入

によって新たに生じる効果を特定・算出した。 

なお、社会経済効果については、定量的に算出可能な「定量効果」又は（現

時点で）定量化は困難であるが有益と考えられる「定性効果」の２類型に分類

した。北極域研究船による観測研究は、効果の出現まで中長期的な時間を要す

ること等を踏まえれば、費用対効果の分析にあたり、定量効果のみならず、定

性効果を勘案した総合的な分析を要することに留意が必要である。 

 

① 直接効果 

ａ）異常気象・気候変動 

北極域研究船によって北極海の現場観測を実施することにより、衛星観測で

は取得が困難であった氷厚・海水温・風向風速・積雪・波浪等の各種データが

取得可能となる。これにより、大気-海洋-海氷の相互作用の理解の深化、気候

モデルや数値予報モデルの精度の向上につながると考えられ、気候変動予測や

季節予報の精度改善が期待される。また、偏西風等の予測精度向上を通じて、

日本を含めた中緯度域等における台風・ハリケーン等の進路予測精度の向上や

寒波予測精度の向上が期待される10。 

これらによる社会経済効果を整理すると次のとおりである。 

（主な定量効果） 

                                                   
9 分析の前提、効果特定・算出の基礎となる現状維持シナリオ及び導入シナリオにおける

ロジックモデル、効果特定・算出に用いたエビデンス、具体の計算式等については、社会

経済効果分析を別途参照。なお、気候変動等の社会経済効果分析において、現在の価値を

優先し将来の便益を過少に評価することを避けるために社会的割引率を適用しない例を踏

まえ、気候変動が関係する本分析においても、社会的割引率を適用せず、単年ベースでの

分析を行った。 
10 台風については、北極海等で特別に実施した気象観測により、我が国近傍を移動する台

風の進路予報の向上（中心位置精度向上及び不確実性幅低減）につながるとの研究成果が

得られている（国立極地研究所等（平成 30年））。また、北極の気象観測で日本の寒波予

測の精度が向上するとの研究成果も得られている（国立極地研究所等（平成 28年））。 
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・台風の進路予測精度向上に基づく交通サービスの運休判断適正化による営

業損益削減効果11 20.7〜27.4億円/年 

（主な定性効果） 

・台風の進路予測精度向上に基づく農林水産業の事前対策（ビニルハウス強

化や早期収穫等）の徹底による被害軽減 

・台風の進路予測精度向上に基づく製造業等の操業停止判断等の適正化によ

る営業損益削減 

・台風の進路予測精度向上に基づく避難判断の迅速化による人的被害の軽減 

・熱波・寒波予測の精度向上に基づく事前対策の促進による人的被害・農作

物被害（コメ冷害12等）の軽減 

・季節予報の精度向上に基づく取水時期調整の適正化による渇水被害の軽減 

・中長期的な気候予測の精度向上に基づくインフラ整備・土地利用の適正化

による水害等の気象災害被害の低減（適切な気候変動適応策の実施） 

・気象予報の精度向上に基づく気象ビジネス（防災・エネルギー等）の進展 

 

ｂ）海運・航行支援 

 北極域研究船による北極域の現場観測及び氷海航行支援システムによる収集

データの活用により、海氷予測の予測精度や分解能が向上し、航行リスクが低

減することから、北極海航路を選択する船舶が増加することが期待される。ま

た、北極海航路航行中の航路選択の最適化や速度向上も期待される。 

 これにより、いわゆる南回りの航路よりも距離・期間が短縮されることか

ら、輸送コスト（主に燃料費、用船料及びスエズ運河通行料）が削減可能とな

                                                   
11 国立極地研究所の研究成果をもとに、北極域観測に基づく台風の中心位置精度向上（約

10%、4.5日前）及び不確実性幅低減（約 20%～30%、4.5日前）により、交通インフラの計

画運休範囲を同程度（約 28%～37％）縮減可能と仮定。令和元年台風 19 号による交通事業

者の計画運休による損失額（推定 320億円）を元に、５年に１度の同規模の台風において

損害の軽減がなされると仮定した場合、年間 17.9億円～23.7億円の損失の回避が可能と

試算。また、交通サービスの運航状況に大きく左右される興行の中止判断の回避により、

年間 2.8億円～3.7億円の損失の回避が可能と試算。なお、本試算では航空会社の運休判

断の適正化による損失回避や、個人の移動機会の損失回避による効果等は定性的には考え

られるものの、定量的なエビデンスに乏しく効果の定量化が困難であるため、定量効果に

算入していないことに留意。なお、以降の定量効果の項目に関する計算式等は、社会経済

効果分析を別途参照。 
12 北極の気象観測で日本の寒波予測の精度が向上したという研究成果（国立極地研究所等

（平成 28年））を踏まえ、北極域研究船の観測により、東北地方にコメの冷害をもたらす

低温の予測精度向上が図られると考えられる。予測精度向上による被害回避等の定量効果

として 11.1億円～22.2億円/年を見込む試算も考えられるが、近年はコメ冷害の発生頻度

が減少している状況等を踏まえ、本報告書では定性効果の１つとして整理することとす

る。 
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るほか、建材等の貨物を需要ピークシーズンに間に合うように適時に輸送可能

となることにより、倉庫での管理コスト削減等が見込まれる。加えて、欧州か

らの食品、ワイン等の他の貨物の輸送需要が顕在化することで、自国分だけで

日本の海運事業者が一括輸送するに十分な貨物量となり（建材と混載）、他国

船への混載に依存する必要がなくなることが期待できるため、他国への途中寄

港による遅延の回避や、北極海航路の毎年の安定的利用が可能となると見込ま

れる。 

 また、北極海航路の利用機会拡大は、海上輸送航路の複線化を意味すること

から、特定の航路を利用した輸入が困難になるなどの経済安全保障上のリスク

を回避可能となることは、重要な効果と言える。 

これらの社会経済効果を整理すると次のとおりである。 

（主な定量効果） 

・北極海航路シフトによる建材の輸送コスト減 3.6億円/年 

（主な定性効果） 

・日本の海運事業者が北極海航路で一括輸送することによる貨物の安定輸送 

・航行速度向上・航路選択最適化による輸送コスト減 

・倉庫等の管理費減 

・安全航行の実現 

・航行支援サービスの売り上げ増 

・航路の複線化による地政学リスクの回避 

 

ｃ）漁業・水産 

 北極域研究船での船舶観測及び氷海域への係留系等の展開により、北極域に

おいて通年観測を実施することで得られるデータから、魚類の分布や生息環境

に関する理解の進展が見込まれる。とりわけ、海水温上昇や海洋酸性化、マイ

クロプラスチックを通じた化学物質汚染等の生態系全体への影響の把握やメカ

ニズム解明により、ニシン、サバ、タラ、カニ、サケ等の水産資源の安全性確

保や、新たな漁場の特定・評価、資源量の長期的な予測精度向上に寄与し、海

洋環境変化等の科学的エビデンスを考慮した水産資源管理と、適切な対策によ

る持続可能な水産資源利用へ貢献することが期待される。 

 これらの社会経済効果を整理すると次のとおりである。 

（主な定量効果） 

・北極域生態系モデルに基づく中長期的な水産資源確保による水産加工業等

の事業維持（米国産輸入サケ） 15.0〜30.0億円/年  

（主な定性効果） 
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・北極域生態系モデルに基づく中長期的な水産資源確保（国内産サケ、輸入

魚全般（米国産輸入サケを除く）） 

・北極域水産資源の生物濃縮状況把握（マイクロプラスチック等）に基づく

安全性確保 

・海洋酸性化等の影響を考慮した水産資源管理と適切な対策による、持続可

能な水産資源利用 

・現地住民の持続可能な漁業実現による生活安全確保 

・水産資源を捕食する高次生物の保護 

 

ｄ）生物資源利用 

 北極域研究船での海氷域・氷縁域の観測により、新たに利用可能な生物資源

（微生物から魚類まで）や有用物質の発見につながる可能性がある13。また、

北極域における観測強化で各種モデルの再現性が改善することで、生物の生息

分布再現性の向上、精度の高い北極海の生物資源量変動予測につながることか

ら、北極域の生物資源採取の効率化や適正量の見極めが可能となり、持続可能

な利用にも貢献する。 

有用な生物資源の例としては、新たな過冷却促進物質14や不凍タンパク質の

発見により、医療・創薬分野における細胞保存方法の高度化や、毒性の低い不

凍材（自動車のエンジン冷却液や航空機の除氷液等）の代替製剤開発が進展す

る可能性がある。また、北極域の低温微生物が有する低温下で高活性な酵素に

関する研究の進展により、バイオマスエタノールの製造高効率化に寄与しうる
15。 

また、北極域においても漁具等の海洋プラスチックごみが課題となっている

中、北極海の生態系及び低温下においても分解可能な生分解性プラスチックの

開発が求められている。北極域研究船を利用した低温微生物の研究により、北

極海の環境下で分解可能な生分解性プラスチックを用いた漁具等の製品開発の

進展が期待される。 

 これらの社会経済効果を整理すると次のとおりである。 

（主な定量効果） 

                                                   
13 南極域の資源利用は条約上制約もあり、商業利用を志向するにおいて北極域での生物資

源利用の検討が重要である。 
14 凍結抑制効果を有する、不凍タンパク質より低分子な化合物。抗氷核活性物質とも呼ば

れる。 
15 これらが実現されれば、多額の定量効果が創出されることが期待されるが、実現には北

極域生物資源に関する基礎研究の進展が欠かせないことを踏まえ、本項では定性効果とし

て整理することとする。 
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・北極海で分解可能な生分解性プラスチックの開発（漁具等） 11.6〜34.1

億円/年 

（主な定性効果） 

・新たな過冷却促進物質や不凍タンパク質の利用による細胞保存方法の高度

化 

・新たな過冷却促進物質や不凍タンパク質の利用による不凍剤の代替製剤の

開発 

・新たな低温活性酵素の利用によるバイオマスエタノールの製造高効率化 

・海洋微生物を元にした新規研究試薬等の開発 

 

ｅ）資源・エネルギー 

 北極域研究船による氷の密接度・厚さ、波浪、風向・風速等の現場観測によ

り、海氷分布・海氷移動をはじめとする海象・気象状況の把握と予測精度の向

上が図られ、北極条件下における石油・ガス関連の海洋構造物への影響把握や

適切な安全基準設定による事故回避、洋上生産オペレーションの効率化、船舶

による安全な資源輸送が可能となる。加えて、石油・天然ガス埋蔵海域におけ

る長期的な海氷減少状況の予測により、当該海域における資源開発のリスクと

採算性評価の信頼性が向上し、我が国企業の参入を含めた資源開発促進にも貢

献しうる。北極域研究船を保有することで、北極域の資源国とこのような調査

を国際協力として実施することも提案可能となる。 

再生可能エネルギーについても、北極域の現場観測及び長期的な気候変動予

測精度の向上により、北極域沿岸の風力発電所の設置場所や経済性について適

切な計算モデルのもと判断を行うことができると見込まれる。 

 これらの社会経済効果を整理すると次のとおりである。 

（主な定性効果） 

・海洋構造物の強度等に起因する事故の減少 

・海洋構造物からの輸送時における事故の減少 

・北極域における採算性を有する資源開発海域の特定による開発の促進（資

源国との国際協力による調査の実施） 

・洋上生産オペレーションの最適化 

・適切な経済性判断に基づく風力発電所の建設 

 

② 間接効果 

ａ）産業（造船業等） 

 現在は北極域を航行する船舶が少ないため氷海航行に適した船舶の建造や航

海機器の開発に必要な情報が不足しているところ、船体構造応答計測システム
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16を備える北極域研究船の運用により、北極域及びその他海域航行中の気象・

海象、船体負荷、機器稼働状況等のデータを取得可能となる。これにより、我

が国の造船業において、氷海内外の双方で燃費・安全性等の面で高い性能を有

する船舶の設計・建造能力の向上に寄与し、北極海航路航行船や舶用機器の受

注が増加することが期待される。 

 また、船体構造応答計測システムの運用により、船体への負荷の蓄積をモニ

タリング可能となり、メンテナンスの最適化による費用削減につながるととも

に、海難事故の防止や、適切な船舶規則の策定等に向けた我が国のプレゼンス

向上に寄与すると見込まれる。 

 これらの社会経済効果を整理すると次のとおりである。 

（主な定量効果） 

・北極海航路航行船の受注増加 13.3〜29.0億円/年 

（主な定性効果） 

・氷海航行用舶用機器の売上増加（一部は上記定量効果に含まれる） 

・北極海航行船のメンテナンス費用削減 

・北極海航行船の海難事故回避 

・船舶規則策定への貢献 

 

ｂ）人材育成 

 北極域研究船は、我が国の若手研究者の北極域研究の機会を充実させるのみ

ならず、北極域研究をリードする優秀な人材を国内外から結集する国際研究プ

ラットフォームとなることが期待される。 

 これにより、北極域研究を担う若手研究人材が増加するとともに、我が国の

北極域研究が質・量ともに充実することが見込まれる。 

 また、研究面における人材育成のほか、長期的に増加すると見込まれる極水

域船員養成の需要に対応し、乗船訓練の機会提供や、訓練用の氷海航行シミュ

レータの開発に寄与することも期待される。 

 これらの社会経済効果を整理すると次のとおりである。 

（主な定量効果） 

・我が国の北極関連研究の総論文数 年平均約 292件（現状より 97件の増

加）17 

                                                   
16 船体に設置した光ファイバ計測網により、氷の荷重等の船体への負荷を計測するシステ

ム 
17 ドイツのアルフレッドウェゲナー極地海洋研究所（AWI）が砕氷研究船「Polarstern」

を導入した前後の北極関連論文数増加と同様の効果が期待されると仮定して試算（約 1.5

倍）。また、国際的地位向上の評価の基準となる国際共著論文も「Polarstern」の導入後
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・研究人材の増加 300人（運用期間累計） 

（主な定性効果） 

・将来増加する北極航行船の航行需要に対応した極水域船員養成 

 

ｃ）その他（市民科学、広報教育利用等） 

 気候変動、生物多様性、プラスチックごみなどの海洋に関するテーマについ

て一般市民を含めた関心が高まる中、海外では調査船を活用し、海洋研究の航

海機会を公募により市民へ広く提供する流れが広がりつつある。 

 北極域研究船は、こうした市民参加型の調査航海の機会を国内外へ提供する

ことが可能であり、市民目線での新たな研究（市民科学）の実現が期待され

る。 

 また、実際の乗船のほか、アバターでの遠隔乗船や調査機器等の遠隔操作の

機会の提供を通じて、リモート環境での市民科学の実現に寄与するほか、調査

観測のリモート化やバーチャル観光等に向けた技術実証の場としての貢献も考

えられる。 

 さらに、北極域で取得した映像を、例えば VRでの北極体験や、科学館・展

覧会での上映等に活用するなど、教育・広報・商業コンテンツとして展開する

ことで、北極への社会の認知が向上し、教育・人材育成への更なる波及効果も

期待できる。 

 これらの社会経済効果を整理すると次のとおりである。 

（主な定性効果） 

・市民・民間参加型の研究・技術開発プラットフォームとしての活用 

・北極域の魅力・課題がより市民に身近となる教育、普及効果 

 

（２）「みらい」の実績について 

北極域研究船は、海洋地球研究船「みらい」が退役した際、その機能を継承

し、北極海に加えて、低中緯度域も含めた海洋観測を行うことが想定される。

従って、（１）で検討したような、砕氷機能を有する同船によって北極海海氷

域の観測研究が可能になる新たな効果に加えて、これまで「みらい」が担って

きた機能が引き継がれる点についてもあわせて考慮する必要がある。 

「みらい」は、原子力船「むつ」（昭和 45年竣工）を大規模改造し、平成９

年に竣工した世界で最大級の大型観測船である。ドップラーレーダーをはじめ

とした汎用的かつ充実した観測機器及び研究室を有するほか、砕氷機能を有し

                                                   

に増加しており（1.14倍）、国内外の人材が集まる効果は我が国北極域研究船でも同様に

期待できる。なお、我が国の現状の北極関連論文は、北極域研究推進プロジェクト

（ArCS）の論文数（年平均で約 195件）を用いている。 
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ないものの薄い一年氷の海域に耐える耐氷構造を有しており、太平洋側北極海

の海氷融解域から低中緯度域まで、広大な海域の海洋観測を実施してきた。 

具体的には、中央北極海や大西洋等を除く全海域において令和元年までに延

べ 6,385日の航海を実施18し、船舶観測の国際的な枠組みにおいて高品質な時

系列データを提供してきたほか、30か国の研究機関から延べ約 2,700名の乗船

研究者を受け入れる19など、世界の海洋観測を支える基盤として活躍してい

る。 

「みらい」の高精度観測により、太平洋の深層水温上昇を発見し気候変動研

究が大きく進展したほか、我が国と米国とのイニシアチブにより開始した太平

洋熱帯域における大型観測ブイ（トライトンブイ）の展開・運用により、エル

ニーニョ現象のメカニズム解明や予測のための基盤データ取得に貢献してい

る。また、水産分野では、東日本大震災後によって甚大な被害を受けた海域の

詳細地形及びがれき分布に係る情報を作成し、地元の漁業関係者に提供するな

どの貢献をするとともに、海洋資源開発分野においては、南鳥島沖からレアア

ースを高濃度で含む地層サンプルを採取するなど、資源量評価へ寄与してい

る。 

 北極海に関しては、太平洋側北極海の海氷融解域を中心とした一部海域の観

測に留まるものの、これまでの観測により、北極域の気象観測により台風の進

路予測が向上することや、北極海の海氷減少により北極温暖化と大陸寒冷化、

ひいては我が国の寒冬・豪雪へ影響すること、北極海が他の海域と比べて二酸

化炭素を吸収しやすく、海洋酸性化が微生物等の生態系に影響を及ぼしている

ことなど、気象気候変動や生態系変動に関わる重要な知見を創出している。 

 一方で、「みらい」は竣工から 23年、「むつ」を引き継いだ船首部は 51年を

経過しており、船舶の運用年数は通例 25～30年であることを踏まえれば、上

記のような研究成果を引き続き創出するためには、新たな海洋観測体制の構築

が必要であり、北極域研究船が「みらい」の退役に際し、その機能を担うこと

が想定される。 

 

（３）主要要件及び費用等 

本項では、北極域研究船が上記の社会経済効果を創出するために必要な主要

要件及び当該要件の実現に必要な建造・運用・維持に要する経費について以下

のとおり整理する。 

 

                                                   
18 うち、北極航海は 17回（延べ 706日）実施。 
19 うち、外国人約 380 名、女性約 350名。他に、観測技術員等を延べ約 4,400人（外国人

約 14名、女性約 900 名）受け入れ。 
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① 主要要件 

 北極域研究船が上記の社会経済効果を創出するためには、北極海を安全・効

率的かつ低環境負荷な形で航行し、海氷域における高精度な観測を実施すると

ともに、北極域研究のプラットフォーム機能を発揮することが必要である。ま

た、上記のとおり「みらい」の機能の継承も視野に入れる必要がある。この観

点から、北極域研究船に具備すべき主要要件は次のとおりと考えられる。 

・「みらい」による観測項目を維持する観測設備と科学魚群探知機等の新たな

設備の搭載 

・海氷域における必要十分な砕氷・耐氷性能と通常海域を含む観測性能を両立

するための船型 

・安全性かつ効率的な運航に資する先進的な氷海航行支援システムの搭載 

・デュアルフューエル機関の採用による環境負荷低減、低燃費の工夫 

・十分な定点保持機能と効率的な推進システム 

・ROV、AUV等の無人探査機器の運用 

・安全確保、海氷等観測用のヘリコプターの運用機能 

・十分なラボスペース、優れたネットワーク等の研究・分析環境 

・国際プラットフォームとしてジェンダー等に配慮した居住環境 

・豪雨等による自然災害発生時の被災地支援対応 

 

② 費用等 

 上記の主要要件を実現するために必要な建造・運用・維持費については、

JAMSTECでこれまで実施してきた調査等を踏まえ、次のとおり想定される。な

お、北極域研究船の運用期間は 30年を想定する。 

・総建造費：約 335 億円（船本体の建造費、船本体と一体的に整備する観測機

器類の整備費及び建造監理費。建造期間は５年程度を想定。） 

・観測機器類の整備費：約 10億円（船本体とは別に整備する氷海下観測用の

AUV等の観測機器類の費用。） 

・総運用費：約 780 億円（年間運用費約 26億円20。） 

・大規模修繕費：約 30億円（船舶の老朽化が進行する 15年目、20年目、25

年目に大規模修繕や、大規模な観測装置の換装等の実施を想定。） 

これらの経費を合算すると、運用 30年間で計約 1,155億円の経費を見込む

（年平均約 38.5億円）。 

                                                   
20 修繕費（毎年の航海による損傷・老朽化箇所の修繕及び５年に一度の定期検査項目を各

年に分割・平準化して実施する検査・工事に要する経費）、調査支援業務費、船員費、燃

料費等 
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なお、他国の同規模の砕氷研究船の例21を挙げると、ドイツの

「Polarstern」（1982 年（昭和 57年）就航）は、建造費が推定 270億円（当時

で約 1.88億ドイツマルク）、年間運用費が約 28.6億円（約 22 百万ユーロ）で

ある。また、英国の「Sir David Attenborough」（本年就航予定）は、建造費

が約 303億円（約２億英ポンド）、想定される年間運用費が約 26億円（約 17

百万英ポンド）である。 

これらの砕氷研究船と比較すると、北極域研究船は、「みらい」が実施する

低中緯度域の観測機能を含め、より広範な機能を有するにも関わらず、建造・

運用費用に特段の差は生じているとは言えず、費用面における想定は妥当と考

えられる。 

 

（４）利活用方策・費用対効果について 

 （１）で記載したとおり、北極域研究船の建造・運用により、多様な政策分

野における社会経済効果の発現が期待される。 

 社会経済効果のうち、定量効果については、定量的エビデンスを踏まえて算

出した結果、少なくとも、台風の進路予測精度向上に基づく交通サービスの運

休判断適正化による営業損益削減（20.7～27.4億円/年）、北極海航路シフトに

よる建材の輸送コスト減（3.6億円/年）、北極域生態系モデルに基づく米国産

輸入サケの中長期的な水産資源確保による水産加工業等の事業維持効果（15.0

〜30.0億円/年）、北極海で分解可能な生分解性プラスチックの開発（11.6〜

34.1億円/年）、北極海航路航行船の受注増加（13.3〜29.0億円/年）、我が国

の北極関連研究の総論文数の増加（現状より年 97件の増加）、研究人材の増加

（運用期間累計 300 人）などの効果が見込まれる。これらの定量効果のうち貨

幣価値換算可能なものを総計すると、64.2～124.1億円/年となる。 

また、（現状では北極域における観測研究例の不足等によりエビデンスに乏

しく定量化が困難であるものの、）定性効果についても専門家への意見聴取等

を通じて、前述及び別紙のとおり、異常気象・気候変動、海運・航行支援、漁

業・水産、生物資源利用、資源・エネルギー、造船業、人材育成等の分野にお

いて、多岐にわたる効果が見込まれる。 

このように、北極域研究船は、（３）②で整理した建造・運用の総費用（運

用 30年間で 1,155 億円。年平均 38.5億円）と比較しても、多様な分野におい

て一定規模の社会経済効果を見込むことができることから、利活用方策及び費

                                                   
21 建造費、運用費は各船の運用機関の情報による。為替は平成 30年平均為替（１ユーロ

＝131.92円、１英ポンド＝151.48円）による。「Polarstern」の運用費については過去の

情報であり、現在は増加している可能性が高い。 
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用対効果の観点からも、我が国が北極域研究船を建造・運用することは妥当で

あると考えられる。 

 

 

６．おわりに 

 

 本検討会では、近年急速に重要性を増す北極域を取り巻く環境面、研究面、

国際面等での状況を踏まえつつ、我が国が北極域研究船を保有する場合の利活

用方策・費用対効果等について、本年３月より約半年をかけて専門的見地から

検討を重ね、その結果を本報告書に取りまとめた。 

 近年、かつてないほど気候変動が進行している北極域について、国際的な科

学コミュニティは、今後の推移について危機感を一層強めている。一方、北極

域は、海氷融解の進行等に伴い、北極海航路をはじめとした経済機会の拡大

や、地政学的な重要性の高まりを見せ、各国が北極政策を積極的に打ち出して

おり、我が国の国際戦略上も重要な地域となっている。 

 こうした状況の下、我が国としてエビデンスに基づき適切な対応を行うた

め、観測の空白域となっている北極海海氷域を航行可能な砕氷研究船を保有

し、これにより自律的かつ分野横断的な観測研究を行うとともに、外交上のプ

レゼンス向上や研究者・船員等の人材育成の基盤として活用することが必要で

ある。 

 また、北極域研究船の利活用により、台風等の異常気象、気候変動、海運・

航行支援、漁業・水産、生物資源利用、資源・エネルギーの各分野への直接的

な貢献や、産業（造船業等）、人材育成等への間接的な貢献により、多様かつ

一定程度の費用対効果が見込まれることを確認した。想定される建造・運用費

用に関しては、他国の同規模の砕氷研究船と比較して妥当な規模であると考え

られる。また、高精度多項目の海洋観測を担う「みらい」が退役した際に、広

範な海域の調査能力を有する北極域研究船が「みらい」の機能を継承すること

が想定される。同船建造により JAMSTECの研究船舶運用の効率化が図られるこ

とも高く評価すべきである。 

 本検討会では、これらの点を総合的に考慮し、我が国として北極域研究船を

速やかに建造・運用することが適当であると結論づける。 

 なお、同船の調達においては、契約における競争性を適切に確保するため、

調達情報の発信などについて積極的に取り組むことが必要である。また、同船

の利活用方策の更なる多様化を図ることが重要である。このため、同船の建

造・運用期間において、文部科学省及び JAMSTECとして、内閣府総合海洋政策

本部事務局をはじめとした関係府省の協力を得つつ、国内外を問わず外部機関
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との連携を深め、運用開始後の調査航海の受託機会確保等に務めることが重要

である。加えて、同船の運用開始後、運用状況や実績について、適切な評価の

実施に努めるべきである。 

最後に、我が国として北極域研究船を活用し北極域研究を更に進めるにあた

り、北極が直面する気候変動の現状等について市民一般の理解を深めるととも

に、若手研究者等の人材育成を戦略的に進めることが重要である。このため、

現在実施中の北極域研究加速プロジェクト（ArCSⅡ）22の活動等において、関

係府省、国立極地研究所、JAMSTEC、北海道大学、JCAR等が連携し、北極や北

極域研究に係る広報・情報発信や人材育成を積極的に推進すべきである。 

以上 

  

                                                   
22 北極域における観測の強化、研究の加速のため、北極域の環境変化の実態把握とプロセ

ス解明、気象気候予測の高度化・精緻化などの先進的な研究を推進するとともに、人材育

成・情報発信に戦略的に取り組む事業。国立極地研究所（代表機関）、JAMSTEC（副代表機

関）及び北海道大学（副代表機関）を中心に、令和２年度より開始。 
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検討の経緯 

 

 

■第１回 

開催日：令和２年３月 31日（火） 

議題 ：検討の進め方について 

北極域研究船に関する経緯等について 

同船の利活用方策・費用対効果等について 

 

 

■第２回 

開催日：令和２年６月 23日（火） 

議題 ：第１回検討会における御意見について 

北極域研究船に関する社会経済効果分析の検討状況について 

 

 

■第３回 

開催日：令和２年８月７日（金） 

議題 ：これまでの検討会における御意見について 

北極域研究船に関する社会経済効果分析の検討状況について 

北極域研究船の基本設計等の進捗状況について 

    検討会報告書案について 

 

 

■第４回 

開催日：令和２年９月 11日（金） 

議題 ：北極域研究船に関する社会経済効果分析について 

検討会報告書について（取りまとめ） 
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「北極域研究船の利活用方策・費用対効果等に関する有識者検討会」 

委員名簿 

 

 

 

江川 雅子   国立大学法人一橋大学経営管理研究科 特任教授  

 

榎本 浩之   大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 

国立極地研究所 副所長 

 

川澤 良子   Social Policy Lab株式会社 代表取締役社長 

 

河野  健    国立研究開発法人海洋研究開発機構 地球環境部門長  

 

角南    篤  笹川平和財団 理事長兼海洋政策研究所所長 

 

◎山口  一   国立大学法人東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 

 

【敬称略】 

   

◎：座長 

  



 

（別紙）主な社会経済効果の一覧 

 事業分野 定量効果 定性効果 

直
接
効
果 

異常気象
（台風
等）・気候
変動 

・台風の進路予測精度向上に基づく交通
サービスの運休判断適正化による営業
損益削減効果＜20.7～27.4 億円/年＞ 

 

・台風の進路予測精度向上に基づく農林水産業の事前対策（ビニルハウス強化や早期収穫等）の徹
底による被害軽減 
・台風の進路予測精度向上に基づく製造業等の操業停止判断等の適正化による営業損益削減 
・台風の進路予測精度向上に基づく避難判断の迅速化による人的被害の軽減 
・熱波・寒波予測の精度向上に基づく事前対策の促進による人的被害・農作物被害（コメ冷害等）
の軽減 

・季節予報の精度向上に基づく取水時期調整の適正化による渇水被害の軽減 
・中長期的な気候予測の精度向上に基づくインフラ整備・土地利用の適正化による水害等の気象災
害被害の低減（適切な気候変動適応策の実施） 

・気象予報の精度向上に基づく気象ビジネス（防災・エネルギー等）の進展 
海運・航
行支援 

・北極海航路シフトによる建材の輸送コ
スト減＜3.6億円/年＞ 

・日本の海運事業者が北極海航路で一括輸送することによる貨物の安定輸送 
・航行速度向上・航路選択最適化による輸送コスト減 ・倉庫等の管理費減 ・安全航行の実現 
・航行支援サービスの売り上げ増 ・航路の複線化による地政学リスクの回避 

漁業・水
産 

・北極域生態系モデルに基づく中長期的
な水産資源確保による水産加工業等の
事業維持効果（米国産輸入サケ）＜
15.0〜30.0億円/年＞ 

 

・北極域生態系モデルに基づく中長期的な水産資源確保（国内産サケ、輸入魚全般（米国産輸入サ
ケを除く）） 

・北極域水産資源の生物濃縮状況把握（マイクロプラスチック等）に基づく安全性確保 
・海洋酸性化等の影響を考慮した水産資源管理と適切な対策による、持続可能な水産資源利用 
・現地住民の持続可能な漁業実現による生活安全確保 
・水産資源を捕食する高次生物の保護 

生物資源
利用 

・北極海で分解可能な生分解性プラスチ
ックの開発（漁具等）＜11.6〜34.1億
円/年＞ 

 

・新たな過冷却促進物質や不凍タンパク質の利用による細胞保存方法の高度化 
・新たな過冷却促進物質や不凍タンパク質の利用による不凍剤の代替製剤の開発 
・新たな低温活性酵素の利用によるバイオマスエタノールの製造高効率化 
・海洋微生物を元にした新規研究試薬等の開発 
・北極評議会への貢献 

資源・エ
ネルギー 

― ・海洋構造物の強度等に起因する事故の減少 ・海洋構造物からの輸送時における事故の減少 
・北極域における採算性を有する資源開発海域の特定による開発の促進（資源国との国際協力によ
る調査の実施） 

・洋上生産オペレーションの最適化 ・適切な経済性判断に基づく風力発電所の建設 

間
接
効
果 

産業（造
船業等） 

・北極海航路航行船受注・氷海航行用舶
用機器売上増加＜13.3～29.0億円/年
＞ 

【参考】・北極域研究船建造によるメーカ･ベン

ダの売上増加 190億円(建造時のみ) 

・氷海航行用舶用機器の売上増加（一部は左記定量効果に含まれる） 
・北極海航行船のメンテナンス費用削減  
・北極海航行船の海難事故回避  
・船舶規則策定への貢献 

人材育成 ・我が国の北極関連研究の総論文数 年
平均約 292件（現状より 97件の増加） 
・研究人材の増加 300人（運用期間累
計） 

・将来増加する北極航行船の航行需要に対応した極水域船員養成 

その他 ― ・市民・民間参加型の研究・技術開発プラットフォームとしての活用 
・北極域の魅力・課題がより市民に身近となる教育、普及効果 

※㈱三菱総合研究所の資料を基に作成 


